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２ 陳情の審査  

（１）陳情第９３号 「再審法改正を求める意見書」提出に関する陳情 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議会局 

令和７年３月１２日 



通常審（ 三審制） 及び再審請求審の手続構造

通常審

再審請求審

裁判所

○ 検察官が起訴した公訴事実を立証する証拠を提出し、 被告人・ 弁護人はそ
の信用性を争い、 あるいは反証するなどして防御し、 裁判所は、 双方の主
張・ 立証を考慮して、 公訴事実の存否（ 合理的疑いを容れないか） を判断す
る （ 当事者主義） 。

検察官 被告人・ 弁護人

裁判所

有罪判決を受けた者等

弾劾・ 主張・ 反証起訴・ 立証

○ 再審請求審では、 有罪判決を受けた者等が再審開始事由（ 「 無罪･･･を言い
渡（ す） べき明らかな証拠をあらたに発見したと き 」 等） があるこ と を理由
と して再審の開始を請求し、 裁判所が、 職権で、 当該事由の存否を判断する
ため必要な審理を行う （ 職権主義） 。

再審請求
証拠書類・ 証拠物を添付

公訴事実の存否を判断

再審開始事由の存否を判断

検察官

必要な事実の取調べ（ 取寄せ）

判決確定

第一審判決

控訴審

上告審

※事実誤認を理由と するこ と は不可
（ 憲法違反・ 判例違反に限定）

公訴事実

再審開始事由

（出典）改正刑訴法に関する刑事手続の在り方協議会
　　　　第９回会議　配布資料



 
 

刑事訴訟法(昭和 23 年法律第 131 号)（抜粋） 

 

第四編 再審 

〔有罪の確定判決に対する再審の事由〕 

第四百三十五条 再審の請求は、左の場合において、有罪の言渡をした確定判決に対して、その言渡を

受けた者の利益のために、これをすることができる。 

一 原判決の証拠となつた証拠書類又は証拠物が確定判決により偽造又は変造であつたことが証明さ

れたとき。 

二 原判決の証拠となつた証言、鑑定、通訳又は翻訳が確定判決により虚偽であつたことが証明された

とき。 

三 有罪の言渡を受けた者を誣告した罪が確定判決により証明されたとき。但し、誣告により有罪の言

渡を受けたときに限る。 

四 原判決の証拠となつた裁判が確定裁判により変更されたとき。 

五 特許権、実用新案権、意匠権又は商標権を害した罪により有罪の言渡をした事件について、その権

利の無効の審決が確定したとき、又は無効の判決があつたとき。 

六 有罪の言渡を受けた者に対して無罪若しくは免訴を言い渡し、刑の言渡を受けた者に対して刑の免

除を言い渡し、又は原判決において認めた罪より軽い罪を認めるべき明らかな証拠をあらたに発見した

とき。 

七 原判決に関与した裁判官、原判決の証拠となつた証拠書類の作成に関与した裁判官又は原判決の証

拠となつた書面を作成し若しくは供述をした検察官、検察事務官若しくは司法警察職員が被告事件につ

いて職務に関する罪を犯したことが確定判決により証明されたとき。但し、原判決をする前に裁判官、

検察官、検察事務官又は司法警察職員に対して公訴の提起があつた場合には、原判決をした裁判所がそ

の事実を知らなかつたときに限る。 

〔上訴棄却の確定判決に対する再審の事由〕 

第四百三十六条 再審の請求は、左の場合において、控訴又は上告を棄却した確定判決に対して、その

言渡を受けた者の利益のために、これをすることができる。 

一 前条第一号又は第二号に規定する事由があるとき。 

二 原判決又はその証拠となつた証拠書類の作成に関与した裁判官について前条第七号に規定する事

由があるとき。 

② 第一審の確定判決に対して再審の請求をした事件について再審の判決があつた後は、控訴棄却の判

決に対しては、再審の請求をすることはできない。 

③ 第一審又は第二審の確定判決に対して再審の請求をした事件について再審の判決があつた後は、上

告棄却の判決に対しては、再審の請求をすることはできない。 

〔確定判決に代える事実の証明〕 

第四百三十七条 前二条の規定に従い、確定判決により犯罪が証明されたことを再審の請求の理由とす

べき場合において、その確定判決を得ることができないときは、その事実を証明して再審の請求をする

ことができる。但し、証拠がないという理由によつて確定判決を得ることができないときは、この限り

でない。 

〔再審請求事件の管轄〕 

第四百三十八条 再審の請求は、原判決をした裁判所がこれを管轄する。 

〔再審請求権者〕 

第四百三十九条 再審の請求は、左の者がこれをすることができる。 

一 検察官 

二 有罪の言渡を受けた者 



 
 

三 有罪の言渡を受けた者の法定代理人及び保佐人 

四 有罪の言渡を受けた者が死亡し、又は心神喪失の状態に在る場合には、その配偶者、直系の親族及

び兄弟姉妹 

② 第四百三十五条第七号又は第四百三十六条第一項第二号に規定する事由による再審の請求は、有罪

の言渡を受けた者がその罪を犯させた場合には、検察官でなければこれをすることができない。 

〔再審請求と弁護人の選任〕 

第四百四十条 検察官以外の者は、再審の請求をする場合には、弁護人を選任することができる。 

② 前項の規定による弁護人の選任は、再審の判決があるまでその効力を有する。 

〔再審請求の時期〕 

第四百四十一条 再審の請求は、刑の執行が終り、又はその執行を受けることがないようになつたとき

でも、これをすることができる。 

〔再審請求と刑の執行〕 

第四百四十二条 再審の請求は、刑の執行を停止する効力を有しない。但し、管轄裁判所に対応する検

察庁の検察官は、再審の請求についての裁判があるまで刑の執行を停止することができる。 

〔再審請求の取下げ〕 

第四百四十三条 再審の請求は、これを取り下げることができる。 

② 再審の請求を取り下げた者は、同一の理由によつては、更に再審の請求をすることができない。 

〔刑事施設にいる被告人の特則〕 

第四百四十四条 第三百六十六条の規定は、再審の請求及びその取下についてこれを準用する。 

〔事実の取調〕 

第四百四十五条 再審の請求を受けた裁判所は、必要があるときは、合議体の構成員に再審の請求の理

由について、事実の取調をさせ、又は地方裁判所、家庭裁判所若しくは簡易裁判所の裁判官にこれを嘱

託することができる。この場合には、受命裁判官及び受託裁判官は、裁判所又は裁判長と同一の権限を

有する。 

〔形式違反による再審請求の棄却の決定〕 

第四百四十六条 再審の請求が法令上の方式に違反し、又は請求権の消滅後にされたものであるときは、

決定でこれを棄却しなければならない。 

〔再審請求の棄却の決定〕 

第四百四十七条 再審の請求が理由のないときは、決定でこれを棄却しなければならない。 

② 前項の決定があつたときは、何人も、同一の理由によつては、更に再審の請求をすることはできな

い。 

〔再審開始決定〕 

第四百四十八条 再審の請求が理由のあるときは、再審開始の決定をしなければならない。 

② 再審開始の決定をしたときは、決定で刑の執行を停止することができる。 

〔再審の判決による再審請求の棄却の決定〕 

第四百四十九条 控訴を棄却した確定判決とその判決によつて確定した第一審の判決とに対して再審

の請求があつた場合において、第一審裁判所が再審の判決をしたときは、控訴裁判所は、決定で再審の

請求を棄却しなければならない。 

② 第一審又は第二審の判決に対する上告を棄却した判決とその判決によつて確定した第一審又は第

二審の判決とに対して再審の請求があつた場合において、第一審裁判所又は控訴裁判所が再審の判決を

したときは、上告裁判所は、決定で再審の請求を棄却しなければならない。 

〔即時抗告〕 

第四百五十条 第四百四十六条、第四百四十七条第一項、第四百四十八条第一項又は前条第一項の決定

に対しては、即時抗告をすることができる。 



 
 

〔再審の審判〕 

第四百五十一条 裁判所は、再審開始の決定が確定した事件については、第四百四十九条の場合を除い

ては、その審級に従い、更に審判をしなければならない。 

② 左の場合には、第三百十四条第一項本文及び第三百三十九条第一項第四号の規定は、前項の審判に

これを適用しない。 

一 死亡者又は回復の見込がない心神喪失者のために再審の請求がされたとき。 

二 有罪の言渡を受けた者が、再審の判決がある前に、死亡し、又は心神喪失の状態に陥りその回復の

見込がないとき。 

③ 前項の場合には、被告人の出頭がなくても、審判をすることができる。但し、弁護人が出頭しなけ

れば開廷することはできない。 

④ 第二項の場合において、再審の請求をした者が弁護人を選任しないときは、裁判長は、職権で弁護

人を附しなければならない。 

〔不利益変更の禁止〕 

第四百五十二条 再審においては、原判決の刑より重い刑を言い渡すことはできない。 

〔再審による無罪判決の公示〕 

第四百五十三条 再審において無罪の言渡をしたときは、官報及び新聞紙に掲載して、その判決を公示

しなければならない。 



日本弁護士連合会の決議
（２０１９（令和元）年１０月４日）




























